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 施設サービス提供開始に当たり、厚生労働省令第３９号第４条に基づき、当事業者があなたに

説明すべき重要事項は、次のとおりです。 



  



１．施設の目的及び運営の方針 

 施設の目的 介護保険法(平成9年法律第123号)の趣旨に基づき、施設の介護職員等が要

介護状態にある高齢者に対し、適正な施設介護を提供することを目的とし

ます。 

 運営の方針 施設は、利用者の自立性の尊重を基本とし、心身の特性に配慮した適切な

施設介護を提供できるよう努めるとともに、市町村、地域の保健・医療・ 

福祉サービス事業者との連携を図り、効率的な管理運営を行うことを方針 

とします。 

 

２．施設の概要 

  施設名称 特別養護老人ホーム いきいきの郷 

  指定番号    介護老人福祉施設（第0670100767号） 

  所在地 

    〒990-0891  山形県山形市大字成安425番地2 

   電話番号  ０２３－６８１－４７６５ 

    ＦＡＸ番号  ０２３－６８１－４７７１ 

  入所定員    １００名 

  管理者    施設長    海和 佳子 

 

３．施設の職員体制 （令和７年４月１日現在）   〈ショートステイを含む〉 単位：人 

職 種 職務内容 常勤 非常勤 計 勤 務 体 制 

施設長 施設管理   １    １ 常勤（8:30～17:15勤務） 

医師 健康管理  ３ ３ 内科：週１回 精神科：月２回 

生活相談員 相談・援助   ４    ４ 
常勤（8:30～17：30勤務） 
３人は介護支援専門員､１人は介護職員が兼務 

栄養士 食事の提供   １    １ 常勤（8:30～17:30勤務）通所介護事業所と兼務 

機能訓練 
指導員 

機能訓練  ３    ２ 
常勤（8:30～17:30勤務） 
１人は特別養護老人ホーム専従 
２人は短期入所と通所介護事業所の兼務 

介護支援 
専門員 

施設サービス 
計画作成 

４    ４ 
常勤（8:30～17:30勤務） 
３人は生活相談員が兼務､１人は介護職員が兼務 

看護職員 健康管理 
３  ４   ７ 常勤（8:30～17:30勤務)  

夜間は、自宅待機により緊急対応 
１人は短期入所専従 

介護職員 介護 ４０ ７ ４７ 常勤 :交代勤務 
6:30～15:30／ 7:00～16:00／ 7:30～16:30／ 
8:30～17:30／ 9:00～18:00／10:00～19:00／
10:30～19:30／11:00～20:00／13:00～22:00／
22:00～ 7:30 
１人は介護支援専門員が兼務、 
１人は生活相談員が兼務 

歯科衛生士 口腔機能管理  １   １ 常勤（8:30～17:30勤務）通所介護事業所と兼務 

事務職員 事務   １    １ 常勤（8:30～17:15勤務） 



４．施設の設備の概要 

敷 地 19,397,21㎡    

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造 延べ床面積 5,832.45 ㎡ (特養) 

居 室 １ 人 部 屋 ２４室 ( 18㎡) 浴 室 １室 ( 232㎡) 

 １６室 ( 16㎡) 静 養 室 ２室 (  94㎡) 

 ２ 人 部 屋 １４室 ( 22㎡) 医 務 室 ２室 (  14㎡) 

 ４ 人 部 屋   ８室 ( 45㎡) 機能訓練室 １室 (  35㎡) 

 

５.サービスの内容   

  提供するサービスの内容は、次のとおりです。 

  サービス             内     容 
介護保険 

適用有無 

 ①居室 原則として、定員は１００名です。多床室（二人部屋または四人部屋） 

または個室（一人部屋）の居室をご利用いただきます。 
○ 

 居住に要する 

サービス 

居住環境の違いに応じたサービスを提供します。光熱水費相当額は実費 

負担となり、その額については施設との契約額となります。 

ただし、個室利用の場合は室料についてもご負担いただきます。 
× 

 ②食事提供 

  栄養管理 

栄養士が作成する献立により、利用者の栄養及び身体の状況を考慮し 

た食事を提供します。 

○ 

 [食事時間]   朝 食     昼 食     夕 食  

 7:30～8:30  12:00～13:00  17:30～18:30 

原則として、利用される居室と同じ階の食堂でおとりいただきます。 

体調に応じて食事時間が変更となる場合があります。 

時間・場所について変更をご希望される場合は、ご相談ください。 

なお、選択食の際は、お好きなメニューをお選びいただけます。 

 食事の提供に 

  要するサービス 
食材料費及び調理に係る費用については、介護保険が適用されません。 

実費負担となり、その額は施設との契約額となります。 
× 

 ③入浴 週に最低２回入浴していただけます。ただし、利用者の状態に応じ、 

特別浴または清拭となる場合があります。 
○ 

 ④介護 
施設サービス計画に沿って下記の介護を行います。 

着替え、排泄、食事等の介助、おむつ交換、体位変換、シ一ツ交換、 

施設内の移動の付き添い等 

○ 

 ⑤機能訓練 利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復 

または減退を防止するための訓練を実施します。 
○ 

 ⑥生活相談 
常勤の生活相談員に介護以外の日常生活に関することを含め相談できます。 ○ 



  サービス             内     容 
介護保険 

適用有無 

 ⑦健康管理 医師及び看護職員が健康管理を行います。 ○ 

 ⑧社会生活上 

  の便宜 

（レクリエーション） 

当施設では、利用者交流会等の行事を行います。 

行事によっては、別途参加費がかかるものもございます。 

（行政手続の代行） 

行政機関に対する手続きの代行を当施設にて受けつけます。 

ただし、手続きに係る経費はその都度いただきます。 

○ 

 ⑨理美容サービス 理美容師の出張サービスをご利用できます。料金は別途かかります。 × 

 ⑩日常生活品購入代行 介護以外の日常生活品の購入代行を申し込むことができます。 × 

 ⑪金銭管理 

   サービス 

利用者が金銭の管理が困難な場合は、金銭管理サービスをご利用できます。 

 ・管理する金銭の形態：指定する金融機関の預金通帳に預け入れている金銭 

 ・お預かりするもの：上記預金通帳及び通帳印（原則1つ） 

 ・保管場所：通帳は、事務室金庫。印鑑は、生活相談員室金庫。 

 ・保管管理者：施設管理者が責任をもって管理します。 

 ・出納方法：別に定める「預かり金管理要綱」のとおりです。 

× 

 ⑫移送サービス 利用者の通院及び入院時の移送サービスを行います。 

ただし、利用者の都合による通院については、別途料金がかかります。 
× 

 ⑬洗濯サービス 利用者の衣服等の洗濯サービスを行います。 

ただし、クリーニング業者を利用の際は、自己負担となります。 
× 

 ⑭複写物の交付 利用者のサービス提供に関する必要な記録を交付いたします × 

 

  



６．料金及び支払方法 

（1）基本料金（１日あたり）  

介護保険の給付対象となる利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付

額を除いた金額（自己負担額）と、介護保険の給付対象外となる居住に要する費用(居住費)、

及び食事の提供に要する費用(食費)を、以下の料金表によりお支払い下さい。 

※ 介護保険負担割合が2割の方は、(  )の金額、3割の方は[  ]の金額になります。 

①個室利用の場合                                           （単位：円） 

利用者の要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

① サービス利用料金(10割)  5,890 6,590 7,320 8,020 8,710 

② うち､介護保険から 

給付される額 
5,301 5,931 6,588 7,218 7,839 

(4,712) (5,272) (5,856) (6,416) (6,968) 

[4,123] [4,613] [5,124] [5,614] [6,097] 

③ サービス利用に係る 

１割自己負担額 [①－②] 
589 659 732 802 871 

(1,178) (1,318) (1,464) (1,604) (1,742) 

[1,767] [1,977] [2,196] [2,406] [2,613] 

④ 食事の提供に要する費用（食費） 1,770   

⑤ 居住に要する費用（居住費） 1,231 

  自己負担額合計[③＋④＋⑤] 

3,265 3,335 3,408 3,478 3,547 

(3,854) (3,994) (4,140) (4,280) (4,418) 

[4,443] [4,653] [4,872] [5,082] [5,289] 

 

②多床室利用の場合                                          （単位：円） 

    利用者の要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

⑥ サービス利用料金(10割)  5,890 6,590 7,320 8,020 8,710 

⑦ うち､介護保険から 

給付される額 
5,301 5,931 6,588 7,218 7,839 

(4,712) (5,272) (5,856) (6,416) (6,968) 

[4,123] [4,613] [5,124] [5,614] [6,097] 

⑧ サービス利用に係る 

１割自己負担額 [①－②] 
589 659 732 802 871 

(1,178) (1,318) (1,464) (1,604) (1,742) 

[1,767] [1,977] [2,196] [2,406] [2,613] 

⑨ 食事の提供に要する費用（食費） 1,770   

⑩ 居住に要する費用（居住費）   915   

  自己負担額合計[⑧＋⑨＋⑩] 

2,949 3,019 3,092 3,162 3,231 

(3,538) (3,678) (3,824) (3,964) (4,102) 

[4,127] [4,337] [4,556] [4,766] [4,973] 



(注1) ①対象加算サービス 

サービス利用料金(介護福祉施設サービス費）には、下記により、対象となる項目が

加算されます。 

対象加算の内容                             （単位：円） 

加算対象サービス 
利用料 自己負担額 

内  容 
(10割) (1割の場合) 

日常生活継続支援加算(Ⅰ) 360 36 
重度の要介護者と認知症高齢者が「新規」利用者の一

定割合を占める場合 

看護体制加算(Ⅰ)ロ 40 4 常勤看護師の配置 

看護体制加算(Ⅱ)ロ 
80 8 

常勤換算方法で４以上の看護職員の配置と24時間連

絡体制の確保 

夜勤職員配置加算(Ⅰ)ロ 130 13 基準以上の夜勤職員の配置 

個別機能訓練加算(Ⅰ) 120 12 作業療法士等による計画に基づく機能訓練の実施 

個別機能訓練加算(Ⅱ) 

200/月 20/月 

個別機能訓練計画の内容等を厚生労働省へ提出し、そ

の情報を適切かつ有効な機能訓練の実施のために活

用した場合 

ADL維持等加算(Ⅰ) 300 30 評価期間を経て測定したADL利得の平均値が１以上の場合 

ADL維持等加算(Ⅱ) 600 60 評価期間を経て測定したADL利得の平均値が３以上の場合 

若年性認知症入所者受入加算  
1,200 120 

若年性認知症患者の特性やニーズに対応したサービ

ス提供を行った場合 

精神科医療指導加算 50 5 精神科担当医師による定期的な療養指導 

初期加算 
300 30 

施設での生活に慣れるために様々な支援が必要なこ

とから、入所後30日に限り加算 

再入所時栄養連携加算 

2,000 200 

施設入所後、医療機関に入院後経管栄養等によりに入

所時と大きく異なる栄養管理が必要となる場合にお

いて、入院医療機関の管理栄養士と連携し再入所後の

栄養管理に関する調整を行った場合 

(入所者1人につき1回を限度として加算) 

経口移行加算 280 28 経口摂取に移行するための栄養管理を実施した場合 

経口維持加算(Ⅰ) 
4,000/月 400/月 

誤嚥が認められる方に対し、経口維持計画を作成及び

特別な栄養管理を行った場合 

経口維持加算(Ⅱ) 

1,000/月 100/月 

経口維持加算(Ⅰ)を算定している場合であって、医

師、歯科医師、歯科衛生士及び言語聴覚士のいずれか

1名以上が加わり、経口維持計画が策定された場合 

口腔衛生管理加算(Ⅰ) 
900/月 90/月 

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士等による口腔ケ

アを実施した場合 

口腔衛生管理加算(Ⅱ) 

1,100/月 110/月 

口腔衛生等の管理に係る計画の内容等を厚生労働省

へ提出し、その情報を適切かつ有効な口腔衛生等の実

施のために活用した場合 

療養食加算 
60/回 6/回 

医師の発行する食事せんに基づき厚生労働大臣の定

める療養食を提供が行われた場合 



加算対象サービス 
利用料 自己負担額 

内  容 
(10割) (1割の場合) 

認知症専門ケア加算(Ⅰ) 

30 3 

日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは

行動が認められ介護が必要な利用者に対して、専門的

な認知症ケアを行った場合 

認知症専門ケア加算(Ⅱ) 

40 4 

日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは

行動が認められ介護が必要な利用者に対して、認知症

介護指導者のもとに専門的な認知症ケアを行った場

合 

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 

30/月 3/月 

褥瘡発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強い項

目について、定期的な評価を実施し、計画的に管理を

行った場合 

褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) 

130/月 13/月 

褥瘡発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強い項

目について、定期的な評価を実施し、計画的に管理を

行ったうえで、褥瘡の発生がなかった場合 

排せつ支援加算(Ⅰ) 

100/月 10/月 

排泄障害のため、排泄介助を要する利用者に対し、多

職種が共同して支援計画を作成し、その計画に基づき

支援した場合 

排せつ支援加算(Ⅱ) 

150/月 15/月 

排泄障害のため、排泄介助を要する利用者に対し、多

職種が共同して支援計画を作成し、その計画に基づく

支援により排泄の状態が悪化していないまたはおむ

つ使用ありから使用なしに改善していること 

排せつ支援加算(Ⅲ) 

200/月 20/月 

排泄障害のため、排泄介助を要する利用者に対し、多

職種が共同して支援計画を作成し、その計画に基づく

支援により排泄の状態が悪化していないかつおむつ

使用ありから使用なしに改善していること 

自立支援促進加算 
3,000/月 300/月 

医師等と連携し、利用者の自立を促す取組を推進した

場合 

科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 400/月 40/月 様々なケアにより記録している利用者の状態像に関

する情報について、厚生労働省が指定するデータベー

スに情報提供をし、得られるフィードバックをもと

に、ＰＤＣＡによりケアの質を高めていく取組を行っ

た場合 

科学的介護推進体制加算(Ⅱ)  

500/月 50/月 

安全対策体制加算 

200 20 

施設における事故発生や再発を防止するため、組織的

に安全対策を実施する体制が整備されていること(入

所時1回のみ加算） 

生産性向上推進体制加算(Ⅱ)  

100/月 10/月 

介護ロボットやICT等のテクノロジーの導入を通じ

て、介護サービスの質を確保しつつ、職員の負担軽減

に資する生産性向上の取り組みを推進する取り組み

を行った場合 

 



(注2) 入所期間中に入院または自宅に外泊した期間の取扱については、1月に6日を限度とし

て、入院または外泊の初日及び最終日を除き、1日につき10割負担で2,460円（１割自己

負担額：246円）となります。 

＊入院・外泊中も居住費（個室1,231円・多床室915円）をいただきます。介護保険負担

限度額認定証を受けている方でも、7日目以降の居住費は全額自己負担となります。 

なお、併設する短期入所生活介護事業所をご利用の方にベッドを貸し出す場合は、居

住費の請求はいたしません。 

 

(注3) 上記の他、当施設により提供される在宅サービスを利用した場合、在宅サービスを利用

したときの費用として１日につき10割負担で5,600円（１割自己負担額：560円）が1月

に6日を限度として加算されます。 

 

(注4) 上記の他、早朝・夜間及び深夜等に健康状態や病状に急変等があり、当施設の嘱託医師

が訪問し診療を行った場合には、下記のとおり算定されます。 

早朝・夜間の場合          6,500円(1割自己負担額：   650円／回 ) 

深夜の場合            13,000円(1割自己負担額： 1,300円／回 ) 

嘱託医師の通常の勤務時間外の場合  3,250円(1割自己負担額：   325円／回 ) 

(早朝・夜間及び深夜を除く) 

 

(注5) 上記の他、施設で看取り支援をご希望され、看取りを受けた場合には、看取り介護加算

(Ⅱ)として、下記のとおり加算されます。 

死亡日以前31日以上～45日以下     720円 (1割自己負担額：    72円 ) 

死亡日以前4日以上～30日以下    1,440円 (1割自己負担額：   144円 ) 

死亡日の前日、前々日       7,800円 (1割自己負担額：   780円 ) 

死亡日              15,800円 (1割自己負担額： 1,580円 ) 

 

(注6) 利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を、一旦お

支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から

払い戻されます。その際、利用者が介護保険給付の申請を行うために必要となる事項を

記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

 

(注7)  介護職員等処遇改善加算(Ⅰロ)として17.6％を、サービス利用料金月合計に乗じた単

位数が別途加算されます。 

  



※ 居住に要する費用と食事の提供に要する費用について、介護保険負担限度額認定を受け 

ている場合は、認定証に記載された負担額となります。当施設の居住費と食費の負担額 

（日額）は、次のとおりです。 

対象者 
利用者 

負担段階 

居住費 
食費 

個室 多床室 

生 活 保 護 受 給 者 
第１段階 380円  0円 300円 

世帯全員が

市町村民税

非 課 税 

老齢福祉年金受給者 

年金収入額＋合計所得金額 

80万円以下の方 
第２段階 480円 430円 390円 

年金収入額＋合計所得金額 

80万円超120万円以下の方 
第３段階① 880円 430円 650円 

年金収入額＋合計所得金額 

120万円超の方 
第３段階② 880円 430円 1,360円 

上 記 以 外 の 方 第４段階 1,231円 915円 1,770円 

 

（2）その他の料金 

    以下の表により、その他のサービスの利用料金及び費用は、全額お支払い下さい。 

 ① 理美容費 理美容師が別に定める利用料金 

 ② 日常生活品購入代金 
日常生活品の購入代金等利用者の日常生活に要する費用で、利用者

に負担いただくことが適当であるものにかかる費用の実費 

 ③ 金銭管理費 金銭管理サービス利用の場合 １カ月あたり １,０００円 

 ④ 特別食に係る費用 特別食の提供を要した場合にかかった費用の実費 

⑤ その他 
上記のほかレクリエ一ション費用・行政手続き代行等は自己負担に

なります。 

 ⑥ 契約書第19条の 

   所定の料金 

利用者が契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約 

終了日から現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金は、 

契約終了時の前記の介護報酬の額とします。 

 

（3）支払い方法              

   前記(1)、(2)の料金・費用は、１カ月ごとに計算し、翌月１５日に請求をいたします  

  ので、同月２５日までに以下のいずれかの方法でお支払いください。 

 

 

① 下記指定口座への振込 

        （銀行名） きらやか銀行 桜町支店 

     （口座番号）普通預金 ５６９２８６ 

     （口座名義）(福) 輝きの会 特別養護老人ホームいきいきの郷 

 

  ② 金融機関口座からの自動引き落とし 

     ご利用できる金融機関： きらやか銀行 桧町支店 

 

新規・変更等の口座振替手続きの際に、口座振替依頼文書代として１部３３円がかかります。 

 



７．入退所の手続き      

（1）入所      

まずは、お電話等でお申し込みください。居室に空きがあれば入所できます。  

入所に当たっては、契約を結び、入所と同時にサービスの提供を開始します。  

（注）居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談

ください。 

（2）退所  

当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていませんので、継続してサービス

を利用する事ができますが、以下の事項に該当するに至った場合は、当施設との契約は終

了します。 

当施設を退所する場合、利用者の希望により、事業者は利用者の心身の状況、置かれて

いる環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な援助を速やかに行います。 

 

① 利用者からのサービス終了 

利用者の都合でサービスを終了する場合、サービスの終了を希望する日の7日前までに

文書でお申し出ください。 

次に掲げる事由に該当した場合においても、利用者はサービスを終了することができ

ます。 

     ・施設が契約等内容を変更し、これに同意されない場合 

     ・利用者が入院した場合 

   ・施設が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

     ・施設が守秘義務に反した場合 

     ・施設が利用者やご家族等に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合 

 

② 施設からのサービス終了 

次に掲げる事由に該当した場合は、当施設からサービスを終了させていただく場合

があります。 

・利用者が、その心身の状況及び病歴等の重要事項に関し不実の告知を行ったことによ

り、サービスを継続しがたい重大な事情が生じた場合 

・利用者がサービス利用料金の支払いを正当な理由なく６カ月以上遅延し、相当期間を

定め催告したにもかかわらず支払わない場合 

・利用者やご家族等が当施設や当施設の従業者または他の利用者に対して、この契約を

継続し難い背信行為を行った場合  

 

③ その他            

次に掲げる事由に該当した場合は、サービスを終了いたします。  

・利用者が死亡した場合 

・利用者が要介護認定の更新において、自立または要支援と判定された場合 

・やむを得ない事情により事業者が解散または当施設を閉鎖、縮小する場合 

・施設が介護保険の指定を取り消された場合、または指定を辞退した場合 

・利用者が病院または診療所に３カ月を越えて入院すると見込まれる場合、もしくは入

院した場合、または３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合

があります。この場合には、当施設に再入所について、優先的に入所することができ

ます。 



８．残置物引取人 

入所契約が終了した後、当施設に残された利用者の所持品（残置物）を利用者自身が引き取れ

ない場合に備えて、契約者が「残置物引取人」になっていただきます。 

当施設は、契約者に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。 

また、引き渡しにかかる費用については、利用者、契約者または保証人にご負担いただきます。 

 

９．施設利用にあたっての留意事項 

面会 

来訪者は、面会時間を遵守し、面会用紙に必要事項を記入のうえ、各

階職員に提出し、面会証を受け取ってください。面会中は面会証を提

示し、終了後、職員へご返却ください。  [面会時間：8:30～20:00] 

新型コロナウィルス感染症及びインフルエンザ発生状況によっては、

面会を制限させていただきます。 

詳細については職員へご確認ください。 

 外出・外泊 
外出・外泊の際には、前日までに行き先と帰宅時間を職員にお申し出

ください。 

 設備・器具の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。こ

れに反したご利用により破損等が生じた場合、賠償していただく場合

がございます。 

 所持品の持ち込み 高額な金品および貴重品等の持ち込みは、できる限りご遠慮願います。 

 宗教活動・政治活動 
施設内での他の利用者に対する宗教活動および政治活動はご遠慮願い

ます。  

 ペット 施設内への持ち込みは、原則としてご遠慮願います。 

 

10．緊急時などにおける対応方法    

利用者の病状に急変その他の緊急事態が生じたときは、速やかに嘱託医師への連絡または

協力医療機関での診療等必要な措置を講ずるとともに、ご家族の方等に連絡します。 

 

11．事故発生時の対応 

利用者に対する施設サービスの提供により事故が発生した場合には、市町村、当該利用者

の家族等に連絡をおこない、その事故の状況及び事故に際してとった処置について記録する

等、必要な措置を講じるものとします。また、賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠

償を速やかに行うものとします。 

 



12．身体拘束について 

施設サービスを提供するにあたり、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護す

るため、緊急やむを得ない場合以外は身体拘束を行わないものとします。また、行う際は、

別に定める手続きによるものとします。 

 

13．非常災害対策 

非常災害時の対応 

別途定める「いきいきの郷消防計画」(以下､消防計画)及び「総合福祉

施設いきいきの郷洪水時の避難確保計画」(以下､水防計画)により対応

します。 

防災設備 

 

スプリンクラー 、防火扉・シャッター、非常階段、自動火災報知機、

非常通報装置、避難滑り台、誘導灯、非常用電源、防火用水。 

カ一テン、布団等は防炎性能のあるものを使用しております。 

防災訓練 
別途定める「いきいきの郷消防計画」により、年２回の総合訓練、  

随時部分訓練を利用者参加のうえ実施します。 

消防計画 消防署届出済 

水防計画 山形市届出済 

防火管理者 社会福祉法人輝きの会 佐藤 和弘 

 

14．虐待の防止について 

利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次の措置を講じます。 

・施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催、及び職員に対し

てその結果について周知徹底。 

・施設における虐待防止のための指針を整備。 

・職員に対する虐待防止のための研修の定期的な実施。 

・虐待防止に関する措置を適切に実施するため、施設内に担当者を配置。 

・虐待を受けたと思われる利用者について、市町村への通報。 

 

15．業務継続に向けた取組 

施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実

施するため、及び非常時の体制での早期の業務再開を図るため、次の措置を講じます。 

・利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための計画「業務継続計画」の策定、

及び業務継続計画に従い必要な措置の実施。 

・施設職員に対する業務継続計画の周知、及び研修及び訓練の実施。 

・定期的な業務継続計画の見直し、及び必要に応じて業務継続計画の変更。 

 

16．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

施設は、感染症の予防及びまん延を防止するため、次の措置を講じます。 

・施設職員に対する感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練の実施。 

・その他の感染症の予防及びまん延防止のために必要な委員会の設置や指針整備等の措置

の実施。 



17．協力医療機関等  

① 協力病院 

医療機関の名称 公立学校共済組合 東北中央病院 

所在地  山形市和合町３－２－５ 

診療科  呼吸器内科、循環器科、消化器・肝臓内科、糖尿病内科、外科、 

整形外科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科、 

麻酔科、リハビリテーション科、歯科 
 

医療機関の名称 山形市立病院 済生館 

所在地  山形市七日町１－３－２６ 

診療科  消化器内科、呼吸器内科、循環器内科、内科、糖尿病・内分泌内科、 

腎臓内科、血液内科、脳神経内科、小児科、皮膚科、放射線科、外科、 

内視鏡外科、消化器外科、乳腺外科、整形外科、脳神経外科、泌尿器科、 

産婦人科、眼科、耳鼻咽喉･頭頸部外科、麻酔科、歯科･歯科口腔外科、 

救急科、病理診断科 
 

医療機関の名称 篠田総合病院 

所在地  山形市桜町２－６８ 

診療科  内科、消化器内科、循環器科、呼吸器科、神経内科、小児科、外科、 

形成外科、整形外科、脳神経外科、心臓血管外科、産婦人科、泌尿器科、 

眼科、皮膚科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射線科、 

精神診療科、麻酔科、歯科口腔外科 
 

医療機関の名称 至誠堂総合病院 

所在地  山形市桜町７－４４ 

診療科  呼吸器内科、循環器内科、糖尿病内科、脳神経内科、外科、整形外科、 

リウマチ科、リハビリテーション科、耳鼻いんこう科、 

婦人科、放射線科 
 

医療機関の名称 山形済生病院 

所在地  山形市沖町７９－１ 

診療科  循環器内科、呼吸器内科、消化器内科、神経内科、糖尿病・内分泌内科 

腎臓内科、血液内科、小児科、外科・乳腺外科、整形外科、脳神経外科、 

泌尿器科、産婦人科、心臓血管外科、眼科、皮膚科、形成外科、麻酔科、 

放射線科、リハビリテーション科、リウマチ科、耳鼻咽喉科 



医療機関の名称 小白川至誠堂病院 

所在地  山形市東原町一丁目１２番２６号 

診療科  内科、循環器内科、呼吸器内科、消化器内科 

外科、心臓血管外科、乳腺・甲状腺外科、こう門外科、消化器外科 

麻酔科、リハビリテーション科 

 

② 嘱託医 

医療機関の名称 小白川至誠堂病院  理事長 松澤 克典 

所在地  山形市東原町一丁目１２番２６号 

診療科  内科、外科、麻酔科、リハビリテーション科 

 

医療機関の名称 小白川至誠堂病院  医師 久保田 功 

所在地  山形市東原町一丁目１２番２６号 

診療科  内科、外科、麻酔科、リハビリテーション科 

 

医療機関の名称 千歳篠田病院  医師 矢野 真士 

所在地  山形市長町２－１０－５６ 

診療科  精神科・神経科・内科 

 

③ 協力医院 

医療機関の名称 タクヤデンタルクリニック 

所在地 山形市嶋北４丁目２番３３号 （ヨークタウン嶋内） 

診療科 歯科 

 

医療機関の名称 ミロク脳神経リハビリクリニック 

所在地 天童市鎌田二丁目５－１ 

診療科 リハビリテーション科、脳神経外科、内科 

 

医療機関の名称 嶋皮ふ科クリニック 

所在地 山形市嶋北２－１２－４８ 

診療科 皮膚科 

 

  



18．相談・苦情等の窓口 

(１) 処理の体制・手順 

① 苦情の受付 

・苦情受付担当者は、利用者や家族等からの苦情を随時受け付ける。 

・苦情受付担当者の不在時には、ほかのすべての職員が受け付けることができる。その場

合、速やかに苦情受付担当者へ連絡し、状況を正確に報告する。 

・苦情受付担当者は、苦情受付から解決までの経過と結果について「苦情受付記録票」に

記録し、その内容について申出人に確認する。(この際は必ず２名以上の職員で対応。) 

◇苦情の内容・希望等（何が・いつ・どこで・誰が・どのように） 

◇第三者委員への報告の要否 

◇話し合い時の第三者委員への立ち合い 

 但し、申出人に対し第三者委員への報告に関して定期的に第三者委員へ苦情発

生状況を報告すること、苦情解決責任者の判断により必要に応じて第三者へ報

告・助言を求めることができることを伝える。 

・苦情受付担当者は受け付けた苦情を苦情解決責任者へ報告する。 

 

② 苦情解決の記録、報告 

・苦情に関する記録は、苦情受付担当者が苦情受付から解決までの経過と記録については

「苦情処理記録票」に記録する。 

・その記録は５年間は保存しなければならない。 

 

③ 苦情解決結果の公表 

・利用者等によるサービスの選択や事業所によるサービスの質や信頼性の向上を図るた

め、個人情報に関するものを除き「事業報告書」等に掲載し公表する。 

 

④ 利用者等への周知 

・苦情解決責任者は、利用者や家族に対して苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者

委員の氏名・連絡先や苦情解決の仕組み、その他の機関による苦情受付窓口について、

サービス開始時の重要事項説明および施設内に掲示し周知を図る。 



(２) 苦情受付担当者 

電話番号 ０２３－６８１－２９４０ 

部署・担当 介護老人福祉施設 副施設長 須田 優子 

受付時間 月～金曜日 午前８：３０～午後５：００ 

 

(３) 苦情解決責任者  

部署・担当 介護老人福祉施設 施設長(管理者) 海和 佳子 

  

(４) 第三者委員 

苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した適切な苦情の解決

を図るため、理事会において選任した第三者委員を２名配置する。 

氏名 連絡先 

丹野 克子 ０２３－６８６－６６１９ 

横尾 成美 ０２３－６８７－８５４９ 

※第三者委員は、直接受けた又は受付担当者が受けた苦情の日常的な状況把握と意見傾聴。

苦情解決責任者や苦情受付担当者へ苦情に対する意見・助言を行います。 

 

(５) その他相談等窓口 

山形県国民健康保険団体連合会 

   介護保険課 介護サービス推進室   ０２３７－８７－８００６ 

山形市役所 福祉推進部 指導監査課 

 介護保険課  ０２３－６４１－１２１２ 

 

 

19．福祉サービス第三者評価 受審状況 

(１) 評価確定日 

平成３０年１１月２２日 

 

(２) 評価機関 

特定非営利活動法人エール・フォーユー 

 

(３) 評価結果の開示状況 

独立行政法人福祉医療機構ホームページ ＷＡＭ ＮＥＴにて開示 

  



20．事業者の概要 

名称・法人種別  社会福祉法人 輝きの会 

代表者役職・氏名  理事長 鞠子 克己 

本部所在地  〒990-0891 

 山形県山形市大字成安425番地2（いきいきの郷内） 

 電話番号  ０２３－６８１－４７７０ 

総合福祉施設いきいきの郷 

事業一覧 

・指定介護老人福祉施設「特別養護老人ホームいきいきの郷」 

・指定短期入所生活介護事業所「総合福祉施設いきいきの郷」 

・指定介護予防短期入所生活介護事業所          

「総合福祉施設いきいきの郷」 

・指定通所介護事業所「総合福祉施設いきいきの郷」 

・山形市介護予防・日常生活支援総合事業における 

通所型サービス (従前相当)事業「総合福祉施設いきいきの郷」 

・指定居宅介護支援事業所「総合福祉施設いきいきの郷」 

・障害者支援施設いきいきの郷 

・障害者短期入所事業所いきいきの郷 

・障害者短期入所(日中一時支援)事業所いきいきの郷 

・障害者相談支援事業所いきいきの郷（一般相談支援事業） 

・障害者相談支援事業所いきいきの郷 

（特定相談支援事業・障害児相談支援事業） 

・自立生活援助事業所いきいきの郷 

・ケアハウスいきいきの郷 

・地域福祉センターいきいきの郷 

 

 

                   

  



令和   年   月   日 

   介護老人福祉施設入所に当たり、契約者に対して本書面に基づき、重要な事項を  

 説明しました。 

事 

業 

者 

所在地 
 〒990-0891 

   山形県山形市大字成安425番地2 

名  称    特別養護老人ホーム いきいきの郷 

説明者 

所属  介護老人福祉施設 

氏名 須田 優子 印 

 

 

   私は、本書面により、事業者から介護老人福祉施設についての重要事項の説明を  

 受け、本書面を受領するとともに同意しました。 

契 

約 

者 

住所 

〒    － 

氏名                           印 

利 

用 

者 

住所 

〒    － 

氏名                           印 

 


